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物価水準と産出量の決定機構

一藤野教授への回答一

荒 憲治郎

　　　　　　　　　　　1

　本誌の最近号（［2］）で藤野教授は，私の『マグロ経済

学講義』（［1］）の一部に対して懇切なコメントを加えられ

た．私の著書にはこれまで私信または口頭で幾人かの方

々から若干のコメントを得ているが，今回の藤野論文は

単なるコメント以上に藤野教授のマクロ経済学の基本的

な考え方が明示されており，私にとっては非常に有益な

論文なのである．藤野教授は今回の論文で私からの回答

を求めておられるので，折角のこの機会を利用して私の

考えを若干述べてみたいと思う．

　藤野教授のコメントは3点である．第1は「物価が変

動したとき，古典派の第1公準に従う場合と投資乗数に

従う血合とで矛盾が生ずる」という私の見解に対する批

判，第2は私の「企業行動の想定」についての吟味，そ

して第3は「産出量の動態的変動」に関する私の分析の

検討，これである．実をいえば藤野教授は最近Mo瑠ッ，

E〃Zμoツ〃纏’，㈱”物7θ5’」7bω〃ゐαRθ0㈱魏0‘ゴ0％げ

Kθッ％θ3‘㈱Eoo％o〃吻8（1987，　Kinokuniya）の著書を発

表し，私へのコメントもこの著書への言及という形をと

っている．もし藤野教授へのreloinderを本格的に行う

のであれば或いは藤野教授のこの新著をすべて吟博して

からということになろうが，私の理解しうる限り主要論

点についてはその必要はなさそうなので，藤野教授の新

著についての吟味は他日を期したいと思う．
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　まず第2の論点から始めよう．私の墓本的立揚はJ．ピ

ックスの意味での「固定価格法」の立場からマクロ経済

学を構築することにある。そのための基礎として私は

「フル・コスト原理」による企業の価格形成の方式を採

用したが，もしこれに代わる優れた方式があればそれを

採用するに吝かではないという意味でこれは1つの便宜

的方式にすぎないのである．しかしフル・コスト原理は

固定価格法とは矛眉しない．

　さて，私がフル・コスト原理の下で試みたことは，価

格を指定した揚合の企業の行動はその価格に対応して生

じる需要量に等しくなるように産出量を調整しようとす

ること，を分析することにあった．この分析において私

は個別企業の右下りの需要曲線を書くことをしなかった．

その理由は，個別的需要曲線と経済全体の需要曲線の関

係が不分明であり，個別的需要曲線の利用に躊躇を感じ

たからである．しかし現在では私はそれは杞憂にすぎな

いと思っている，そこで所与の利潤加算率の下で個別的

供給曲線を書くと，われわれは収穫逓減の領域では右上

りとなるような曲線を得ることができるが，それに右下

りの個別的需要曲線を書加えると，われわれは総供給価

格曲線と総需要白頭曲線の関係を示した図表（［1］，p・

314）と同様の図表を得ることができるのである・

　さて，私が所与の利潤加算率の下で書いた個別的供給

価格曲線は，通常の供給曲線がそうであるのと同様に事

前的なものである・問題は事前的な関係と事後的な関係

に右上の生じた場合の分析である．私信または口頭によ

る私へのコメントの多くはこの点に関している．コメン

トの1つは，例えば指定した価格の下で超過供給が生じ

た場合，私は需要量に等しい供給量を決定する際のグロ

スの利潤をその都度新しい供給量に適合的な市揚価楯で

評価し直しているが，それは市場価格の変化にも拘らず

需要量が変化しない揚合にしか正当性を主張できないの

ではないか，というものである．これは需要の価格弾力

性がぜロの揚合を意味する。しかし私はかか・るケースを

前提にしてはいない．もし事後的関係がそのまま事前的

関係にも妥当する興味あるケースを考えるとすれば，問

題とする産出量の範囲で平均主要費用がコンスタントと

なっている揚合である．

　現在，私が採用したい仮説は，需給にアンバランスが

生じた場合，供給量を徐々に需要量に近付ける，とする

ものである．ここで徐々にとするのは，個別的需要曲線

は種々の理由によりランダムに変化する可能性をもって

おり，企業者はしばらく需要曲線の様子をみながら生産

量：を調整すると考えるからに他ならない，勿論，その調

整過程では，たとえ利潤加算率が一定でも収穫法則の如

何で価格水準は変化し，経済が費用逓減の状態ならば，

たとえ利潤加算率が一定でも産出量の減少と共に価格水
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準は上昇するかも知れないのである．藤野教授が超過供

給があるのに物価水準が上昇するのを「より問題となる

点」（［2］，p．276）と指摘されたのは，正にそのようなケ

ースに対応しているといってよい．もし供給価格曲線の

傾きがマイナスで且つその傾斜の絶対値が個別的需要曲

線の傾斜の絶対値よりも小ならば，2本の曲線の交点の

右側では正に藤野教授の指摘されるような問題が生じる

であろう．私は注意深くそのようなケースを排除するた

めに，例えば問題とする産出量の領域では収穫逓増は存

在しないことを明示すべきであった・いずれにしても私

は，これらの問題については再考の必要を感じており，

他日稿を改めて検討したいと考えている．

　　　　　　　　　　　　3

　さて，次に藤野教授の第1論点に移ろう．そこでこれ

が今回の藤野論文の最大の論点であり，マクロ経済学の

方法論の基本にかかわっている論点である．私はケイン

ズの投資乗数の理論が古典派の第1公準と矛盾する揚合

のあることを示し，第1公準にかえてフル・コスト原理

を代置した．これに対して藤野教授はJ．ピックスの「伸

縮価格法」の立揚から古典派の第1公準とケインズの有

効需要論とが両立しうることを示しているのである．

　藤野教授の記号に従い，「8＝産出量の供給量，1V＝雇

用量：，ω＝貨幣賃金率，p＝物価とし，生産関数を

　（1）　　y’8＝F（N）　F’＞0，F”＜0

で示し，古典派の第1公準に従い

　　　　ゆ　（2）　二＝F’（2V）

としよう．そしてこの2個の方程式から

　（3）　　r8＝瑞（P，切
　　　　　　　　㊥θ
が成立する．各変数の下の記号は当該変数の変微分の記

号であり，｝78はpおよびωのゼロ次同次の関数である・

簡単にこれを「総供給関数」とよぶ．第1図はこの関数

のあり得べき状態を示したものである．いま，雇用量：の

増大に伴う限界収入を蝦L，同じく雇用量の増大に伴

　　　　　　　　　　　第1図
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う限界費用を湿σ乙とすれ，ば，（2）式はプライス・テーヵ

一を前提にした揚合の齪五＝泌（泌の状態を示すものに

他ならず，この曲線の左側では1昭L＞巫0ゐ，その右側

では瓢σ五〉齪五となっている．そして古典派の第1公

準は，企業者が利潤極大を求めて行動する結果，図の矢

印の方向に従って産出量の調整の行われることを主張し

ているのである．

　次に，1＝実質投資需要，σ＝実質消費需要，五＝実質

貨幣需要量，胚＝貨幣：量，γ＝利子率とし，藤野教授に従

って玲＝産出量の需要量としよう。この時，藤野教授

は次の2個の方程式を提出する（［2］，p。274）．

　（4）　　1㌔＝r己≡1（γ）十σ（178）

　　　　翌　　　　一隅乙（γ，78）　（5）

かくしてこれより

　（6）　　　　】劣d＝：・Fσ（P，1辺「）

　　　　　　　　θ㊥
が得られる．明かにこれはpおよび躍に関するゼロ次

同次の関数であって，簡単にこれを「総需要関数」とよ

ぶ（私の定義した「総需要価格曲線」は．この総需要関数

の逆関数に他ならない）．第2図はこの曲線のあり得べ

き状態を示したものである・いま産出量：から0を差引い

たものをSで示すと，Sは実質貯蓄を示す変数に他なら
ない．この時巫＿砺成立を前提にして，繍が総需

要曲線の上にあればZ＝S，その左側では1＞S，その右

側では8＞1であることをみるのは容易である．

　さて，投資乗数の理論は，その時々の価格水準の下で，

もし1＞Sならば1＝8となる所まで産出量の拡大，反対

に8＞Zならば同じく1＝Sとなる所まで産出量の縮小の

生じることを主張する．図における境曲線に向けての

水平の矢印はそのことを示したものであって，これ’がケ

インズの投資乗数の理論の概要である・

　第3図は総供給曲線と総需要曲線の2本の曲線によっ

て4個の局面が分類されることを示している．ここで問’

題になるのは経済がHおよびIVの局面におかれた二合で

　　　　　　　　　　　第2図
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ある‘例えば経済がα点にあったとする．これは，例え

ばα点が最初に総需要曲線と総供給曲線との交点であっ

たのが，貨幣賃金：率ωおよび：貨幣数量：翌が同じ率だけ

低下し，ために均衡点がθ点に移行してしまった滑合に

生じる（議論の本質においてこれは，物価水準が上昇し

たならば，という状態と同じである）．α点では明らかに

生産物市揚は超過供給の状態である．ケインズの有効需

要の原理に従う企業者は左側に向って産出量を減少しよ

うとする．α点から左側に向けての矢印がそのことを示

している，これに対して古典派の第1公準に従う企業者

は，ω点では労働の限界収入がその限界費用よりも大き

いと判断し，売残りが発生しているにも拘らず産出量を

拡大しようとするのである．ω点から右側に向けての矢

印はそのことを示している．もし企業者がそのような行

動をとれば，売残りの規模は更に拡大するに相違ない．

　私が古典派の第1公準はケインズの投資乗数の理論と

矛盾すると述べたことは，正にこの第3図の説明によっ

て明白であろう．同様の矛盾のケースはIVの局面におい

ても生起する．この2つのケースは或いは「ジレンマ・

ケース」とよび得るかも知れない（これに対して1およ

び皿の局面では矛盾はない）．そして以上が藤野教授の

第1の論点に対すや私の回答である．

　　　　　　　　　　　　4

　さて，藤野教授の第3の論点に移ろう．産出量の決定

に関する私の仮説は，古典派の第1公準によるのではな

く，　最も簡単に｝ま

（・）餐一・圃

で示されるようなものである．ここでλは正のパラメ「

ターである．これに対して私は，上述の総需要関数の逆

関数をん（r，M）とし，（7）式の代わりに

（・）窪一・｛ル（認）一・｝

を用いた．これはし＿巫を前提にして，・とSのギャッ

Vol．39　No．2

プがそのままル（r，．M）とpとのギャップに比例するも

のと考えたためなのであり，企業者が「ある産出量に対

して市場をクリアーする価格を知っている」（［2］，p．277）

と考えてこのような方程式を提出したのではなかった．

もし（8）式がそのような解釈を与えるのであるとすれば，

私は藤野教授の教示に従い，総需要関数そのものを採用

し，（8）式に代えて

（・）票一・臨躍）一・｝

という方程式を採用したいと思う．実際，私の著書の本

文における説明はこの（9）式そのものに他ならないので

ある・それにも拘らず私が（8）式を採用したのは，私の

体系とマーシャル的調整機構（［1］，p，313，注（13））との

対比を際立たせたい，という目的論的意図のためであっ

たのである．

　　　　　　　　　　　　5

　今回の藤野論文は多岐にわたっており，そのすべてに

立入ることは容易ではない．しかし今回の藤野論文の最

も重要な論点は，古典派の第ユ公準とケインズの有効需

要論とを両立させようとする藤野教授の立揚（そしてこ

れこそが現在の主流であり，これに関して写しい数の論

文が書かれて来た）と古典派の第1公準を放棄しようと

する私の立場の相違に存在するのである．最後にもう一

度この論点を敷街しよう．

　調整機構を明示するならば，藤野モデルは

固｛劉∴岡
によって示すことができる．但し，μは正のパラメータ

ーである．もしωおよびMが外生的に与えられるなら

ば，収穫逓減の前提でこの体系は動学的に安定的な体系

を形成している，これに対して私のモデルは

田］ o戦陣閨
によって示すことができるであろう．但し，りは正のパ

ラメーターである．ここでるは私が「総供給価格曲線」

とよんだものであって，例えばフル・コスト原理によっ

て示される企業の価格決定の方程式を意味しているので

ある．それは決して古典派の第1公準から導かれる所の

総供給曲線瓦（P，ω）の逆関数ではないことに注意しな

ければならない．もし収穫逓減を前提にすると同様にこ

の体系も動学的に安定であることを示すのは容易である．

　いま，この2っのモデルの因果系列の相違を明示する
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ために「矢印図表」を用いよう．第4図がそれである．

左側が藤野モデル，右側が私のモデルであることは明白

である．これによって，2つのモデルの構造の相違が明
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らかとなるであろう．すなわち，藤野モデルはJ．ヒック

スの「伸縮価格法」，そして私のモデルは「固定価格法」

に立脚しているのである．

　伸縮価格法がケインズの有効需要の原理と適合的な方

法であるかどうかについては，まだ学界においても決着

をみていない問題である．そして今日，この問題が決着

をみないままに論争の対象になっているのは，ケインズ

自身が古典派の第1公準を正当なるものとして容認した

ことに原因があるのである．
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藤野教授への再度め回答

荒 憲治郎

，

　　　　　　　　　　　　1

　私の回答に対して藤野教授は再びゴメントを加えられ，

再度私からの再考を求めておられる．藤野教授と私の間

の基本的論争点は古典派の第1公準と有効需要の原理の

両立性にかかわっているから，以下，私のコメントもこ

の基本的論争点のみに限定する．

　　　　　　　　　　　　2

　第3図で私は，経済が¢点にある押合，有効需要の原

理では産出量（従って雇用量）の縮小，古典派第1公準で

は産出量（従って雇用量）の拡大が生じ，従ってこの2つ

の立揚は両立しない，と論じた．これに対して藤野教授は，

「これら2っの傾向が起こることは何ら矛盾ではない」

と述べておられる．この論述からみれば，藤野教授は逆

の方向への2つの傾向の生じることを容認しておられる

のである．しかしながら，同一の状態から全く相反する

2つの傾向または運動が同時に生じると主張することは

矛盾というべきではなかろうか．すなわち，われわれは

同一の状態から雇用量の減少と雇用量の拡大とが同時に

生じることは主張できないのである．そしてこれが私の

回答のポイントであったのであって，藤野教授はなぜそ

れが矛盾ではないのかを示していないのである．

　　　　　　　　　　　　3

　第3図と基本的に関連するものとして，藤野教授は今

回のコメントで「埼曲線上以外の点に体系が位置して

いると想定しても，その位置での数量に対応する価格が

直ちに成立することが埼では予定され，ている」と述べ

ておられる．もしこの解釈をとると，一時的に経済がFd

曲線から離れても如何なる産出量に対しても「直ちに」

経済はFσ曲線上に存在することになる．私はこれを

「マーシャル的調整」とよんだ．しかし乃曲線を用いる

論者がすべてマーシャル的調整を前提にすべき理由は存

在しない．なぜならば，このことを前提にすることは，

如何なる状況でも1と8のギャップはそれがなくなるよ

うに直ちに価格に反映されて1＝Sが実現すると主張す

るに等しいからである。

　　　　　　　　　　　　4

　以上が私の再度のコメントのポイントである．藤野教

授と私の相違は，端的に言えば，1とSのギャップが価

格に反映されるとみるか産出量に反映されるとみるかの

相違にある，といってもよいであろう．そしてこのよう

な経済の見方の相違のある限り両者の主張のギャップは

埋まらないのである．

　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済学部）


